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子育ての担い手としての高齢者への
着目に関する一考察

― 子育て支援施策の動向を中心に ―
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A Study on the Elderly as a Leaders in Child-rearing
― Focusing on Trends in Child-rearing Support Measures ―
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Abstract: The purpose of this paper is to investigate how the target of child-rearing support has 
changed from parents to the children themselves, and to identify what is benefits can be expected 
from the raising of grandchildren by elderly people.  The focus is on child-rearing support measures in 
Japan after 1994, and the measures examined were those undertaken by the Ministry of Health, Labor 
and Welfare, the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, and the Cabinet 
Office.  From the analysis, the following became clear.  First, the child-rearing support measures shifted 
the emphasis from support for parents to support for children, and as children became the target of 
the measures, there was a refocusing on grandchild-rearing by grandparents.  Second, the focus on 
grandparents is moving toward encouraging the elderly in the community to play an active role in 
raising grandchildren.  Making contributions to the local community through raising grandchildren 
even after retirement is seen as one of the motivations for life.    The study clarifies that what is 
expected of grandchildren raising by the elderly is not only the educational effect on the development 
of the grandchildren, but also the creation of motivation for the elderly.
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1 ．問題の所在と研究の目的

　超高齢化社会といわれる今日，祖父母による孫育て
が注目されている。具体的には，次の３点が挙げられ
る。第１に，「少子化社会対策大綱に基づく重点施策
の具体的実施計画について」（内閣府，2004）による
高齢者活用子育て支援事業の推進である。第２に，内
閣府（2005）による「平成17年版高齢社会白書」にお
いて，「高齢者と子育て」という項目が立てられてい
ることからわかるように，高齢者が子育てにかかわる
ことが事実として行われていることである（増田，63
頁）。第３に，国立社会保障・人口問題研究所（2008），
八重樫ら（2003），北村（2015）によって，祖父母は
子育ての重要な資源と指摘されている点が挙げられる。
　祖父母が孫育てをすることは，かつての日本では自
然なことだった。藤本（1981）によれば，伝統的に多
世代家族が多い日本では，子ども・親・祖父母といっ
た世代間の交流が家族の中で日常的になされてきた。

しかし，内閣府（2009）による「平成21年版少子化社
会白書」において，近年の都市化，核家族化，少子化，
地域における地縁的なつながりの希薄化など，家庭や
家族を取り巻く社会状況の変化の中で，家庭の教育力
の低下が指摘されている。
　教育基本法（2006）第10条は，家庭教育について，
子育ての第一義的責任者は父母であると規定してい
る。しかし，佐藤（2019）は，女性のライフコースが
変化し，仕事と子育ての『両立型』の母親が増えてき
ていると指摘した。母親を支援する施策の主なものと
して，1994年に文部・厚生・労働・建設省４大臣合意
により策定された「今後の子育て支援のための施策の
基本的方向について（エンゼルプラン）」，1999年に大
蔵・文部・厚生・労働・建設・自治６大臣合意により
策定された「重点的に推進すべき少子化対策の具体的
実施計画について（新エンゼルプラン）」が挙げられる。
小崎ら（2015）は，「この二つのプラン作成時に子育
ての主体として父親は想定されておらず，子育て支援



― 32―

楊　丹

の創成期においては，その主体は母親のみが想定され
ており，父親への支援という意識自体が存在していな
いといえる。」（８頁）と指摘し，父親への支援の必要
性を指摘した。子育ての担い手として男性・父親に着
目し，厚生労働省（2002）は「少子化対策プラスワン
（要点）」においては，子育ての担い手としての父親へ
の着目が見られる。趙ら（2019）の「2010年代からの
子育て支援施策は，子育ての担い手として，女性・母
親のみならず，男性・父親へも目に向ける必要性が意
識され始めたことに加え，家族のみならず，社会全体
で子どもと子育てを支える方向性を示した」（101頁）
との指摘に見られるように，子育て支援施策は，対象
を父母から次第に社会へと拡大したといえる。その一
つが，祖父母への着目である。
　杉井ら（1994）が指摘するように，「親世代から，『祖
父母』に対して，子育て支援資源として要望されてい
る」（142頁）という現状があり，今日において祖父母
は孫育ての重要な担い手として再び注目されているの
である。その具体的施策の一つとして，2010年代から，
「近居」，「同居」を推進する政策が進められているこ
とが挙げられる。しかし，厚生労働省（2018）「平成
30年国民生活基礎調査の概況」によると，実際に「同
居」している祖父母は5.3％であり，この施策だけで
は十分とは言えない。そこで注目したいのは，地域の
高齢者が孫育てに関わることを推進する施策である。
「地域子ども・子育て支援事業」においては，「地域子
育て支援拠点事業」，「子育て援助活動支援事業（ファ
ミリ・サポート・センター事業）」，「放課後児童健全
育成事業（放課後児童クラブ）」等，地域の高齢者が
孫育てに関わることを推進している。
　本論では，父母から祖父母へ，地域の高齢者へと，
子育て支援の対象が変わっていく事実を整理し，高齢
者による孫育てに期待されるものは何か明らかにする。

2 ．�親を対象とした子育て支援の施策の動向

　親を対象とした子育て支援の施策について，大臣合
意による母親を対象とした少子化対策による子育て支
援，厚生労働省による働く親（母親，父親）を対象と
した子育て支援，文部科学省による社会全体で子育て
を真する子育て支援，内閣府による子供の育ちの視点
からの子育て支援について取り上げる。
　母親を支援する施策に関して，前述したように，
1994年に文部・厚生・労働・建設省４大臣合意により
策定された「今後の子育て支援のための施策の基本的
方向について（以下，エンゼルプラン）」と1999年に
大蔵・文部・厚生・労働・建設・自治６大臣合意によ

り策定された「重点的に推進すべき少子化対策の具体
的実施計画について（以下，新エンゼルプラン）」が
あげられる。エンゼルプランは，少子化傾向に歯止め
をかけるために，基本的には働く女性の育児支援を行
う計画である。具体的な対策として，第１に子育てと
仕事の両立支援の推進，第２に家庭における子育て支
援，第３に子育てのための住宅及び生活環境の整備，
第４にゆとりある教育の実現と健全育成の推進，第５
に子育てコストの軽減という５点が示された。新エン
ゼルプランでは，第１に保育サービス等子育て支援
サービスの充実，第２に仕事と子育ての両立のための
雇用環境の整備，第３に働き方についての固定的な性
別役割分業や職場優先の企業風土の是正，第４に母子
保健医療体制の整備，第５に地域で子どもを育てる教
育環境の整備，第６に子どもたちがのびのび育つ教育
環境の実現，第７に教育に伴う経済的負担の軽減，第
８に住まいづくりやまちづくりによる子育ての支援と
いう８点が主な内容である。
　その後の厚生労働省の施策を見ると，前述したよう
に，少子化対策における子育ての担い手として男性・
父親に着目する施策が出された。「少子化対策プラス
ワン（要点）」（厚生労働省，2002）においては，子育
ての担い手としての父親への着目が見られる。「少子
化対策プラスワン」（厚生労働省，2002）の基本的な
考え方は，１つ目は，「『夫婦出生力の低下』という新
たな現象を踏まえ，少子化の流れを変えるため，少子
化対策推進基本方針の下で，もう一段の少子化対策を
推進」である。２つ目は，「『子育てと仕事の両立支援』
が中心であった従前の対策に加え，『男性を含めた働
き方の見直し』など４つの柱に沿った対策を総合的か
つ計画的に推進」である。主な取り組みとして，第１
に男性を含めた働き方の見直し，第２に地域における
子育て支援，第３に社会保障における次世代支援，第
４に子供の社会性の向上や自立の促進，第５に待機児
童ゼロ作戦・仕事と子育ての両立支援などの方針とい
う５点が取り上げられ，社会全体が一体となって取り
組むことが求められている。その後，「仕事と家庭の
両立支援に取り組む事業主の方へ」（厚生労働省，
2010）においては，イクメンプロジェクトが実施され，
男性の育児参加の社会的気運を高めることが目的とさ
れた。スローガンは「育てる男が，家族を変える。社
会が動く。」である。その後，「育児休業，介護休業等
育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」
（厚生労働省，2017）が改正されたが，その主な内容は，
第１に子育て期間中の働き方の見直し，第２に父親も
子育てができる働き方の実現，第３に仕事と介護の両
立支援，第４に実効性の確保という４点である。父親
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も子育てができる働き方の実現に関しては，具体的に
は，第１に父母がともに育児休業を取得する場合，１
歳２か月（現行１歳）までの間に，１年間育児休業を
取得可能とする（パパ・ママ育休プラス），第２に父
親が出産後８週間以内に育児休業を取得した場合，再
度，育児休業を取得可能とする，第３に配偶者が専業
主婦（夫）であれば育児休業の取得不可とすることが
できる制度を廃止するという３点が示された。親の育
児休業の時間が短く，育児休業が取りにくい家庭での
育児が困難の状況に対し，育児支援について法的な支
援が整備された。
　文部科学省の対策を見ると，「今後の家庭教育支援
の充実についての懇談会中間報告」（文部科学省，
2002）においては，今後の家庭教育支援の在り方につ
いて検討を行い，関連施策の充実に資することを目的
として，今後の家庭教育支援の充実のための基本的な
方策を指摘した。全体的な考え方としては，第１に親
の成長の支援，第２に父親の家庭教育参加の促進，企
業等への働きかけ，第３に子育ての社会化を促すムー
ドづくり，家庭教育支援の基盤整備，第４に行政，企
業，市民等が一体となった取組の推進，第５にこれま
で手が届きにくかった親等へのアプローチという５点
である。これを踏まえ，「今後の家庭教育支援の充実
についての懇談会・『社会の宝』として子どもを育て
よう！（報告）」（文部科学省，2002）においては，子
どもが「社会の宝」であると指摘され，社会全体です
べての親の子育てを支援するために提言を行った。さ
らに，それに関して，2003年には次世代を担う子ども
を育成する家庭を社会全体で支援する視点から，「次
世代育成支援対策推進法」が制定された。そして，「訪
問型家庭教育支援の関係者のための手引き」（文部科
学省，2016）が発行され，「全ての親の親としての学
びや育ち」，「家庭教育支援を担う人材の確保」の必要
性が示された。
　内閣府の対策を見ると，「子どもと家族を応援する
日本」（内閣府，2007）の重点戦略において，仕事と
生活の調和の推進が注目された。就労と結婚・出産・
子育ての二者択一構造を解決するためには，「働き方
の見直しによる仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）の実現」とともに，その社会的基盤となる
「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」（「親の就
労と子どもの育成の両立」と「家庭における子育て」
を包括的に支援する仕組み）に同時並行的に取り組ん
でいくことが必要不可欠であるとされた。また，「子
ども・子育てビジョン」（内閣府，2010）が閣議決定
された。「子ども・子育てビジョン」では，「『子ども
が主人公（チルドレン・ファースト）』という基本的

な考えのもと，これまでの『少子化対策』から『子ど
も・子育て支援』へと視点を移し，社会全体で子育て
を支えるとともに，『生活と仕事と子育ての調和』を
目指しながら，次代を担う子どもたちが健やかにたく
ましく育ち，子どもの笑顔があふれる社会のために，
子どもと子育てを全力で応援することを目的としてい
る」と示している。さらに，2012年には，「子ども・子
育て支援給付その他の子ども及び子どもを養育してい
る者に必要な支援を行い，もって一人一人の子どもが
健やかに成長することができる社会の実現に寄与する
こと」を目的とした子ども・子育て支援法が制定された。
以上のように，1994年には，文部・厚生・労働・建設
省４大臣合意により母親を支援する施策が出された。
その後，厚生労働省より少子化対策における男性・父
親に着目する政策が，文部科学省より家庭教育支援の
施策が，内閣府より子育て支援の対策が出された。「子
育て支援」は，親への支援から，子どもへの支援へと
重点を移すこととなっていったのである。

3 ．�祖父母を対象とした子育て支援の
施策の動向

（1）祖父母への着目
　両親への支援施策が行われる一方で，子育ての経験
者としての祖父母が孫育てに参加することが期待され
る施策がなされている。「ゆとりある教育の実現と健
全育成の推進」（文部・厚生・労働・建設省４大臣合意，
1994）の具体的な内容の１つは，「子ども同士や高齢
者との地域社会におけるふれあい，ボランティア体験
などを通じて子どもが豊かな人間性を育めるような家
庭や社会の環境づくりを推進する」であった。さらに，
「21世紀を展望した我が国の教育の在り方について（中
央教育審議会第一次答申）」（文部科学省，1996）にお
いて，「育児の経験者として子育ての様々な知恵を持っ
ている祖父母が孫の教育に参加していくことは，一層
重要になってくる」，子育て経験を有する祖父母等が，
「孫の教育に積極的にかかわることは大いに意義のあ
ることと考えられる。そのための支援策として，祖父
母等が，子供の生活や考え方，近年の家庭・家族の変
化や教育をめぐる動き等について学習する機会を設け
ることも考えられてよい。」ということが示された。
さらに，「21世紀を展望した我が国の教育の在り方に
ついて（中央教育審議会第二次答申（全文））」（文部
科学省，1997）において，「家庭において，祖父母等
と共に生活を送る中で，子どもたちは祖父母から『生
活の知恵』を学んだり，高齢者に対する尊敬の気持ち
や思いやりの心をはぐくむことができた。」と指摘さ
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れている。「新しい時代を拓く心を育てるために－次
世代を育てる心を失う危機－（中央教育審議会答申（中
間報告））」（文部科学省，1998）においては，「祖父母
は，長い人生経験の中で，子育てを含め，人間として
生きていくための様々な知恵を培ってきており，それ
ぞれの家庭では，祖父母の経験と知恵を子育てに積極
的に生かしていくことが期待される。」と指摘されて
おり，祖父母が孫育てに関与することが注目されるよ
うになったことがわかる。孫の成長において，祖父母
は重要な役割を果たしていることが当然視されていた
のである。
　しかし，三世代同居が少なくなってきた社会的状況
の中で，親への支援の充実が優先され，祖父母による
孫育てへの着目は，ほとんど見られなくなった。祖父
母による孫育てに注目した子育て支援を促進するため
の「近居」，「同居」の施策が注目されようになったの
は2007年ごろである。「平成19年版国民生活白書」（内
閣府，2007）は「近居による新しい交流の形」という
一節で，「結婚した人が親と別居する割合が増加し続
ける一方で，若い世代を中心として自分や配偶者の親
の近くに住む，いわゆる『近居』が増えている。94年
と2007年を比べてみると，既婚者が親世代と二世帯住
宅や同じ敷地内に住んでいる割合は3.4％から8.5％へ，
１時間以内の距離に住んでいる割合は51.6％から
67.5％へとそれぞれ高まっている」と指摘した。その
後，三世代近居を促進するとともに，子育てのための
住宅の確保に関して，三世代同居への支援制度が始
まった。内閣府（2015）による一億総活躍国民会議に
おいてとりまとめられた「一億総活躍社会の実現に向
けて緊急に実施すべき対策―成長と分配の好循環の形
成に向けて―」において，「家族の支え合いにより子
育てしやすい環境を整備するため三世代同居・近居の
環境を整備する。」，「三世代の『同居』や『近居』の
環境を整備するため，三世代同居に向けた住宅建設・
UR賃貸住宅を活用した親子の近居等を支援する。」
と指摘されている。そして，同会議は「三世代同居や
近居を希望する方々がその希望を実現できるよう，
様々な制度による支援を行うことで，世代間で助け合
いながら子育てすることが可能となり，子育てへの不
安の緩和や負担の軽減につながる」と述べた。
　以上のように，親への支援に加えて，祖父母による
孫育てが再注目されることになり，「同居」「近居」を
促進する政策が住宅の側面から推し進められた。この
ことは，家庭教育を重視する中で，親の教育力と共に，
祖父母の教育力の役割にも注目することであった。こ
こでの祖父母とは，孫にとって血縁関係がある祖父母
を指しており，かつて持っていた三世代同居の教育的

意義が見直されたともいえる。
　このような風潮とともに，祖父母の教育力に関する
研究も進められている。以下で概観する。

（2）祖父母が孫の教育に果たす役割
　孫の教育にとっての祖父母に関する研究としては，
以下の研究が挙げられる。
　第１に，孫の人格形成に影響を与える研究があげら
れる。富田（1975）は，「祖父母の愛情は孫のパーソ
ナリティの形成に安定的な影響を与え孫の幸福を高め
る」（122頁）と述べ，祖父母の存在は孫にとって，祖
父母と孫世代の隔たりを越え，親代わりの役割を果た
す場合があると指摘している。今野（1982）は，子ど
もの人格形成における老人（祖父母を含む）の意義に
ついて，以下の８点を挙げている（54頁）。第１に「自
然のこととして受け入れる心の形成」，第２に「老人
の姿に自分の遠い未来を予測し，自分の現在に老人の
過去を見出す」こと，第３に「自分に愛情を注いでく
れた老人の病気そして死……人間の運命の厳しい現実
の理解」，第４に「老人に対する思いやり・いたわり・
愛情，及びそれらを表現するための技術を形成・深化
できる」こと，第５に「老人から昔話，昔の遊び，童
歌，玩具，生活の知恵などを伝承してもらうことによ
り，自己の知識・経験を豊富にできる」こと，第６に
「やさしさ，物を大切にする心，情緒的な安定，ゆとり，
宗教を大切にする心，物を自分で作る喜び……情緒・
情操を豊かにしうる」こと，第７に「老人から過去の
出来事や先祖のことを学べると同時に，現在の自分や
社会を歴史的視野で捉える力を習得できる」こと，第
８に「嫁・姑の関係，婿養子，孫としての立場など，
複雑な人間関係を理解できる」（54頁）ことである。
關戸（2001）は，祖父母が「話をよく聞いてくれる」，
「なんでも相談にのってくれる」，「自分を理解してく
れる」（52頁）というような受容は，孫の自己受容的
な人格形成に影響を与えると示した。このように，祖
父母は，多様な方面から孫の成長における人格形成に
影響を与えることが指摘されている。
　第２に，孫への経済的な援助の役割に関する研究で
ある。森岡（1983）によれば，祖父母は孫への経済的
な援助の役割が果たしている。須澤（2012）の調査に
よれば，祖父母から孫への経済的支援においては，「親
に金銭支援するという意見よりも，孫に少額でもお小
遣いを渡す」（119頁）という回答が多い報告がある。
小野寺（2004）によれば，祖父母から孫への経済的支
援は，具体的には，お年玉，誕生祝い，入学祝い，進
学祝い，折にふれて小遣いが与えるケースなどがある。
また，小野寺（2004）は祖母から親に現金を渡して孫
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の欲しい物を選んでもらうケースがあると指摘した。
さらに，小野寺（2004）によれば，日常的な経済的な
支援以外に，孫の成長とともに，親は祖父母から住宅
の新築・購入の資金援助を受けることがあり，祖父母
から不動産の贈与や将来の不動産相続を約束するケー
スもある。森田（2017）によれば，祖父母から孫への
「物資の購入や仕送り」（13頁）が上位を占めることが
報告されている。このように，祖父母から孫への経済
的支援は直接にお金をあげることだけでなく，親を介
して孫への経済的支援もある。日常的な経済的な支援
が多く見られる。
　第３に，孫のしつけの補助的な役割に関する研究で
ある。森岡（1983）によれば，祖父母は孫へのしつけ
の補助的な役割を果たしている。高田（1993）は祖父
母世代と親世代の勢力関係について，「『重要な決定者』
が祖父母である場合は，孫は祖父母の注意をよく聞く
ようである。」（837頁）と指摘した。須澤（2012）は，
「孫が幼小時は，祖父母は趣味などを通して遊びや教
育的役割を親に代わってといっていた」（120頁）と指
摘した。このように，祖父母は孫のしつけの補助的な
役割を果たして，孫に与えられる教育的な意味がある
ことが指摘されている。
　第４に，孫の保護的な場の役割に関する研究である。
田畑ら（1996）は，祖父母が孫にとって両親からの保
護的な場となり，孫の安心につながると示された。ま
た，「親には言えないことでも祖父母には話せること
がある」（379頁）の状況もあると指摘した。このよう
に，祖父母は孫の逃げ場になるだけでなく，孫の心の
居場所になると考えられる。
　第５に，孫の老人観の形成に影響を与えることであ
る。山崎ら（2004）は，「祖父母と同居していると，
祖父母を手かがりにして高齢者を理解するので高齢者
の生き生きとした姿を思い浮かべることができるのと
当時に，高校生の高齢者観は小学生の時の反応を引き
続き，拡大した感じで形成されている印象を受ける」
（108頁），「児童と高齢者の交流が多いほど肯定的な老
人観を抱くようになる」（108頁）と指摘した。このよ
うに，子どもと祖父母の触れ合いが多い場合は，高齢
者の姿が見られ，老人観の形成に影響を与えると考え
られる。
　これらの研究は，長く生きてきた知恵や経験をもつ
高齢者だからこそ，孫に与えられる教育的な意味があ
ることが指摘されている。祖父母が孫の教育に果たす
役割は，具体的には，孫の人格形成，孫への経済的な
支援，しつけの補助，孫の保護的な場，孫の老人観の
形成に影響を与えることが明らかになった。一方，祖
父母の孫育ては祖父母自身に影響も与えることがあ

る。次に，この点を取り上げる。

（3）孫育てが祖父母に与える影響
　また祖父母にとっての意義に関する研究も行われて
いる。
　第１に，祖父母の喜びになる研究があげられる。杉
井ら（1994）は兵庫県における３地域の調査により，
祖父母の79.0％が，孫がいることから喜びを「すごく
感じる」ことを示した。久保ら（2008）は，祖母を対
象として調査を行い，「一度，育児を経験していること，
子育てを終えているという自信が祖母らに余裕に与
え，孫育ては自分自身の子育ての反省や学びを活かし
ながら，＜第２の子育て＞，育児のやり直しを楽しん
でいるものと考える」（309頁）祖母が多いことを指摘
した。このように，孫育ては祖父母の自分自身の喜び
になることが見られる。
　第２に，祖父母のQOLによい影響を与えることで
ある。泊ら（1996）は「高齢者のVASスコアにみる
QOLは，孫を生き甲斐に思っているほど，気分良く
食欲もあり家族関係もよい状態である」（365頁）とし，
孫との関わりが高齢者の生活の質に影響することを指
摘した。このように，孫育ては祖父母のQOLによい
影響を与えることがわかった。
　第３に，祖父母の幸福感に影響を与えることである。
山崎ら（2004）は杉井ら（1994）の研究を踏まえ，祖
父母の孫育ては，自らの主観的幸福感につながるよう
な有用観，生活満足感を高めていることをあらためて
実証した。中村ら（2007）は，「高齢者の生活状態で
ある暮らし向きや健康状態が高齢者の主観的幸福感に
影響を与え，孫の存在により高齢者の主観的幸福感も
高まることが示唆された。そして，孫との関連につい
ては，孫に対する情緒的感情が高齢者の主観的幸福感
を高める要因として挙げられる」（86頁）とし，孫と
の関わりと高齢者の主観的幸福感の関連について明ら
かにした。さらに，宮中（2001）によれば，中高年女
性（祖母）では，孫と関わるライフスタイルを主体的
に選択することを通して，その中で幸福感を見いだし
ていくことが，心の健康にプラスな影響を与えると示
された。このように，孫育ては祖父母の幸福感に影響
を与え，孫育てを通して，幸福感を高められることが
示された。
　第４に，祖父母の生きがいになることである。杉井
ら（1994）は，「孫との関係性いかんが祖父母の『生
きがい』」にも通じる」（151頁）と指摘した。山崎ら
（2004）は，祖父母と孫との関わりが肯定的な影響と
して，「日々の生活に張りや楽しみをもたらす」（107
頁），「若々しい気持ちになる」（107頁）といった高齢
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者の生きがいにつながる回答を得て，「孫との関わり
が祖父母の生きがいとなり，精神的充足感を高めてい
る」（105頁）と指摘した。石井ら（2008）は，「祖父
母にとって孫の育児に関与することは，新しい生きが
いとなる」（107頁）と指摘した。橋本（2012）は田畑
ら（1996）の開発した孫と祖父母の関係評価尺度を用
い，孫の存在はサクセスフル・エイジングの達成に寄
与することが客観的に示された。このように，孫育て
は祖父母の生きがいになり，孫との関わりが肯定的な
影響を与えることがわかる。
　行政においても祖父母の孫育て支援についての取り
組みが行われており，祖父母を対象としたプログラム
に関する研究が行われている。小野寺（2004）は，市
町村の保健センターで主催する「祖父母教室」を取り
上げた。小野寺（2004）は，「祖父母教室」においては，
祖父母のための趣味の活動や勉強会が行われている
が，祖父母の多様性が考慮されておらず，祖父母世代
は一律「育児支援要員」として位置づけられていると
指摘した。また，小野寺（2004）は，祖父母世代の負
担感，あるいは悩みを低減する「グランドペアレンティ
ング教育」を実施し，祖父母が育児支援において生ず
る諸問題，悩み，不安などに対して，育児支援に主体
的にかかわっていく力を身につける教育の重要性を指
摘した。石井ら（2008）は，生後１年未満の孫の育児
に関わっている祖父母を対象とした家族員の育児対象
の能力向上のための孫育児支援プログラムを試行し，
孫育児支援プログラムの有用性と課題を明らかにし
た。石井ら（2008）は，孫育児支援プログラムを取り
上げ，専門家による情報提供が祖父母の育児対処能力
を高める情報の共有化を通した家族の関係性を良好に
する上で有用であり，参加者同士の情報交換が育児情
報の受容や育児対処能力の客観視をもたら有用性があ
ると指摘した。孫育児支援プログラムの課題としては，
石井ら（2008）によれば，多様な祖父母の孫育児支援
に対するニーズの系統化，テーマの選定と時期の決定
などである。自分の孫を育てるための教育の知識・技
術の習得に関してであるが，斎藤（2014）に見られる
ように，親に代わって，あるいは親を手伝って孫を育
てるための指導が行われている。斎藤（2014）は群馬
県高崎市の「孫育て講座」を取り上げて検討を行った。
斎藤（2014）によれば，2013年度の各回のテーマや要
素は，具体的には，「①世代間ギャップの解消（例：
今どきの子育て事情，孫との絆を深める声かけ）②孫
に伝えたい伝承遊び（例：孫と一緒に遊べる昔遊び）
③子どもの発達と起こりやすい事故（例：年齢別起こ
りやすい事故，事故の予防法と救急処置）④食育（例：
今の子どもの食生活の現状，行事食と祖父母世代の役

割）⑤絵本（例：読み聞かせのメリット，魅力のある
読み聞かせ術，お薦めの絵本，年齢別絵本の選び方）」
（219頁）であった。行政以外でも，NPO法人による
祖父母を対象にした「祖父母教室」や「孫育て講座」
が横浜市や埼玉市などが各地で開設されたり，NPO
法人による日本助産師会版，埼玉市版，熊本県版，横
浜市版，岐阜県版，石川県版の祖父母手帳が発行され
たりするなど1，祖父母の孫育て支援についての取り
組みが進められている。
　こうした研究と並んで，血縁関係がない祖父母世代
を対象とした孫育てに関する研究も進められている。
地域の子育てに関して，久保ら（2008）は，「血縁の
ない乳幼児や母親に対しても，ボランティアとして子
育て支援を実施する施設（ファミリーサポートセン
ターなど）で活躍をする中高年の女性もいる」（309頁）
と指摘した。北村（2008）は50～70代の男女800名を
対象に地域の子育て支援への参加意向の調査より，参
加してもよいと思う子育て支援の種類を９個に分類し
た。具体的には，北村（2008）によれば，第１は「町
内会や自治会活動を通じた子育て支援」，第２は「地
域の行事を通じた子育て支援」，第３は「自分の特技
や経験を生かせる子育て支援」，第４は「自分の趣味
活動を通じた子育て支援」，第５は「自分の孫や子ど
もが関わる子育て支援」，第６は「消費者保健保護・
支援環境保護活動を通じた子育て支援」，第７は「老
人会や老人クラブ活動を通じた子育て支援」，第８は
「収入を得られる子育て支援」，第９は「仕事や職場（退
職前を含む）を通じた子育て支援」（26頁）である。
これらの研究に見られるように，孫育てが祖父母に与
える影響は，祖父母の喜びになる，祖父母のQOLの
向上，祖父母の幸福感の向上，祖父母の生きがいにな
るよい影響を与えることである。祖父母の孫育て支援
についての取組が自分の孫を育てるための教育の知
識・技術の習得，孫育て中の諸問題，悩み，不安を低
減することが主な内容である。地域に自分の孫が住ん
でいない祖父母が，地域の孫育てに関わることが新た
な方向として示されつつある。次に，この点を取り上
げる。

4 ．高齢者による孫世代育てへの着目

　「厚生白書（平成12年版）」（厚生労働省，2000）に
よると，「高齢者は，多様な人生経験と価値観をもつ
世代の集まりであり，今後，更に人口規模の大きな世
代が高齢期を迎え，多様な高齢者が多く現れる」と指
摘されている。
　文部科学省の政策を見ると，「つながりが創る豊か



― 37―

子育ての担い手としての高齢者への着目に関する一考察 ― 子育て支援施策の動向を中心に ―

な家庭教育～親子が元気になる家庭教育支援を目指し
て～」（文部科学省，2012）において，子育て支援に
ついて，家庭間の助け合いだけでなく，「祖父母世代
から将来親になる世代まで，多様な世代がかかわり，
子育て家庭を支える人間関係とシステムを持つ地域を
つくる視点」（14頁）が示されるとともに，「祖父母や
高齢者が子育てのサポートの役割を担うことへの期待
が高まっていますが，シニア世代と親世代では，子育
てについての認識に世代間のギャップがあることもあ
ります。祖父母や高齢者向けに，最近の子育てについ
て学ぶ機会の提供が必要です。」（20頁）のように世代
間ギャップの問題も指摘された。また，「長寿社会に
おける生涯学習の在り方について」（文部科学省，
2012）において，高齢社会においては生涯学習に対す
る考え方を変えることが求められており，定年後も地
域社会に貢献することも生きがいの一つとして挙げら
れている。孫育てに関わることとしては，「児童虐待
や育児不安が社会問題化している今日，子育てや人生
の先輩として，親世代と協力しつつ，地域で孫世代を
育てていくタイプの異世代交流も重要であり，そのた
めの仕組みづくりを考えていく必要がある」（17頁）
とされ，高齢者が地域の孫育てに関わることも生涯学
習の範疇に入ることが指摘されている。
　内閣府の政策を見ると，前述したように，「少子化
社会対策大綱に基づく重点施策の具体的実施計画につ
いて」（内閣府，2004）による高齢者活用子育て支援
事業の推進では，「働いている，いないにかかわらず，
親と子の育ちを地域で支え，家庭の中だけでの孤独な
子育てをなくしていく」ことを目的した，「シルバー
人材センターによる高齢者活用子育て支援事業の推
進」が挙げられている。その事業内容は「高齢者の就
労機会・社会参加の場を提供するシルバー人材セン
ターにおいて，乳幼児の世話や保育施設への送迎など
の育児支援，就学児童に対する放課後・土日における
学習・生活指導等の支援を行う」である。ここでは，
高齢者の就労機会・社会参加の場の一つとして乳幼児
や就学児童の子育てへの関与が挙げられている。「平
成17年版高齢社会白書」（内閣府，2005）において，「高
齢者と子育て」という項目が取り上げられ，高齢者に
よる子育てへの着目が始まったことが示されている。
具体的には，第１に高齢者と孫との同居の状況，第２
に子育てをする高齢者（具体的には，ふだんの育児を
行う高齢者，子どもの急な病気の場合の対応，生きが
いを感じている高齢者），第３に子育ての相談相手と
なる祖父母，第４に高齢者による子育て支援への取組」
という４点の項目として挙げられている。ここには家
族内で高齢者，つまり血縁関係がある祖父母が持つ育

児力への着目が見られる。
　このように，家族関係に関しては，内閣府によって，
「高齢者と子育て」という項目が取り上げられた。高
齢者による地域の孫育てに関しては，内閣府によって
高齢者活用子育て支援事業を推進する施策が出され
た。また，文部科学省によって，高齢者が地域の孫育
てに関わることも生涯学習の範疇に入ることが指摘さ
れ，定年後も地域社会に貢献することも生きがいの一
つとして注目されるようになった。
　血縁関係がない祖父母世代への着目の例としての高
齢者による子育て支援への取組に関して，第１に，市
町村やNPOなど多様な主体により，地域の中で，高
齢者が積極的に子育てを支援する取組が広がりをみせ
ていること，第２に，シルバー人材センターでは，会
員による乳幼児の世話や保育施設への送迎などの育児
支援等を行う子育て支援事業を実施していることがあ
げられる。家庭での血縁関係がある祖父母による孫育
てへの着目と共に，地域で高齢者が持つ育児力への着
目も見られる。ここには，祖父母のもつ教育力という
側面とは別に，高齢者の生きがいの問題が含まれてい
る。
　一方，高齢者の生きがいに関する研究も行われてい
る。北村（2004）によれば，「シニア・シルバー世代
の生きがい促進という視点に加え，子ども・若者など
次世代に対するケアや，教育の担い手として彼らを積
極的に活用するという視点も重要となる」（31頁）と
指摘した。森田ら（2017）は，福島県の７町村を除い
た全国の1910市区町村の学童保育を調査し，全国の学
童保育における高齢者との世代間交流の実施状況と実
施に関わる要因を明らかにした。森田ら（2017）は，
実際に世代間交流を実践することにより，高齢者の生
きがい，地域貢献や地域とのつながりを実感しやすく
ことが示された。内田ら（2012）は，高齢者の健康・
生きがいづくりと充実した育児支援環境づくりの実現
を目的として，高齢者による乳幼児を抱える母親に対
する「絵本の読み聞かせ」，「おんぶ・だっこ」，「見守
り」，「声かけ」，「おもちゃ作り」といった育児支援活
動が，高齢者の心身の健康度に良い影響を与えること
が示された。
　これらの研究から，高齢者の地域の孫育ては自分自
身の生きがいになり，高齢者に肯定的な影響を与える
ことが見られる。

5 ．結論と課題

　祖父母の役割が「再発見」された背景を明らかにす
ることを通して，高齢者による孫育てに期待されるも
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のは何かを明らかにし，そこから「これからの祖父母
による孫育て」に必要とされる内容を展望するのが，
本研究の目的であった。その結果，次の２点について
示唆を得た。
　第１点は，孫の教育へのよい影響である。祖父母が
孫の教育への影響に関して，長く生きてきた知恵や経
験をもつ高齢者だからこそ，孫に与えられる教育的な
意味があることが指摘されている。祖父母が孫の教育
に果たす役割は，具体的には，孫の人格形成，孫への
経済的な支援，しつけの補助，孫の保護的な場，孫の
老人観の形成に影響を与えることが示された。
　第２点は，高齢者の生きがいへのよい影響である。
前述したように，血縁関係がある孫育てに関して，孫
育てによる祖父母に与える影響は，祖父母の喜びにな
る，祖父母のQOL の向上，祖父母の幸福感の向上，
祖父母の生きがいになるよい影響を与えることであっ
た。血縁関係がない孫育てについて，高齢者の地域の
孫育ては自分自身の生きがいになり，高齢者に肯定的
な影響を与えることが示された。関係がない孫育てと
血縁関係がある孫育ての共通点は高齢者にとって，生
きがいが得られることである。
　本論では，親から祖父母へ，地域の高齢者へと，子
育て支援の対象が変わっていく事実を整理し，高齢者
による孫育てに期待されるものは何か明らかにした。
しかし，血縁関係がない孫育ては具体的に高齢者にど
のような効果を与えるのかは明らかにできなかった。
今後の課題として検討していきたい。

注

　１．NPO法人孫育てニッポンのホームページを参
照してまとめたものである。
　https://www.magosodate-nippon.org/sofubotecho
　（2020年６月１日取得）
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